
平成２５年度第１回大分県行財政改革推進委員会 主な意見

報告（１） 給与の特例減額について

○給与がカットされたことで、職員のモチベーションの低下による住民サー

ビスの低下が心配。また、消費減少による地域経済への影響も心配してい

る。

○経費削減は良いことではあるが、そのために、合併市の旧町村部の支所が

なくなる、職員数が減られること等により、本来のサービスが受けられな

くなるという問題が起きないようにしてほしい。

○公務員の個人としての消費は、地域にとって大きな収入源であり、県や市

町村職員の給与が下がることは、地域経済に影響がある。買い物はできる

だけ地元のお店でするなど、引き続き地元への協力をお願いしたい。


